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平成 29 年 7 月 21 日 

林   野   庁        

 

民間競争入札実施事業「国有林の間伐等事業(平成 27 年度開始分)」の実施状況について

（平成 27 年度及び平成 28 年度） 

 

Ⅰ. 事業の概要 

    公共サービス改革基本方針（平成 26 年７月 11 日閣議決定）別表において民間競争入

札の対象として選定された「国有林の間伐等事業」（以下「本事業」という。）につい

ては、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成 18 年法律第 51 号。

以下「公共サービス改革法」という。）に基づく民間競争入札を行い、複数年の契約期

間で以下のとおり実施している。 

1. 事業の内容 

健全な森林の造成に向けた間伐等（複層林へ誘導する伐採（上層木を単木又は帯状

等に伐採することにより複層林を造成する作業）を含む。以下同じ。）、壊れにくく

耐久性のある路網と林業機械等を合理的に組み合わせた作業システムによる間伐材の

搬出及び、複層林へ誘導する伐採後の植付等の実施。 

 

2. 事業期間 

平成 27 年４月以降、同年度中に契約を締結した日を始期とし、平成 29 年度中にお

いて契約を完了する日を終期とする２年を超える期間（箇所別の事業期間については、

別紙１を参照。）。 

 

3. 受託事業者 

北海道、東北、関東、中部、近畿中国、四国及び九州森林管理局管内の 16 森林管理

署の各事業箇所における入札日及び受託事業者（契約者）については別紙１のとおり。 

 

 

Ⅱ. 確保されるべき質の達成状況及び評価 

本事業の実施に当たり達成すべき事業の質として設定した「事業全体の企画立案及び

進行管理等」、「間伐等」、「路網整備」及び「植付」の４つの事項については、事業

の監督、検査のほか、毎年度行う実施状況に関する調査（以下「実施状況調査」という。）

において把握しており、その結果は以下のとおりである。 

なお、実施状況調査では、事業目的及び事業対象箇所の特性を踏まえた上で、上記４

事項に関連する 10 項目（工程管理、技術の向上と労働生産性、自然環境への配慮、安全

対策、間伐等の実施方法、残存木の保全、作業システム、路線計画、路線開設、植付）

について、受託事業者から提案のあった内容の達成状況について確認しており（別紙２）、

主な項目の達成状況についても以下に記載している。 

  

1. 本事業全体の企画立案及び進行管理等 
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① 企画立案 

○ 全ての受託事業者は事業計画書を提出し、以下の観点から適切と判断され、森

林管理署等で承認している。 

 ・ 生産性の向上等の観点から受託事業者は、過去３年以内に自身が実施した間

伐事業の労働生産性（従来実績）を考慮した労働生産性の数値目標を設定した

上で、現場従事者の技術向上に向けた技術指導等の実施や安全確保に関する取

組を企画した事業計画書となっている。 

② 進行管理 

   ○ 平成 28 年度までの間伐等（面積）の進捗状況は、全箇所の平均で計画量の 104%、

また、間伐等材の集造材材積（間伐等材を一定の長さの丸太に造材し、所定の集

積地に搬出したものの材積。以下「生産量」という。）の進捗状況は、全箇所の

平均で計画量の 116%となっている。 

・ 進捗率が他と比べ低位な１箇所（上川南部契約分）の主な要因は、森林作業

道の開設を含む間伐の事業計画を見直したことによるものである。 

・ 生産量の進捗と間伐等（面積）の進捗を比較すると、間伐等（面積）に比べ

て生産量が大幅に増加している２箇所（日高南部及び茨城契約分）の主な要因

は、これまで林地に存置していた未利用の小径材等（林地残材）について、バ

イオマス燃料用への需要の拡大に対応するため積極的な搬出を行ったことに

より、当該年度の生産量が増えたものである。 

進捗状況（２年目終了時点）       
         

局 署 予定面積 ha 実施面積 ha 進捗率 予定生産量 m3 実績生産量 m3 進捗率 
 
 

北海道 

日高南部 210 210 100% 6,287 9,011 143%  

上川南部 254 232 91% 7,220 9,513 132%  

十勝西部 137 145 106% 7,121 7,948 112%  

後志 115 121 105% 5,460 6,140 112%  

檜山 124 125 101% 9,513 9,593 101%  

東北 
下北 72 72 100% 4,117 4,161 101%  

岩手北部 227 227 100% 5,623 5,529 98%  

関東 
茨城 63 69 110% 7,460 11,341 152%  

福島 47 47 100% 4,979 6,436 129%  

中部 
北信 64 110 171% 6,220 7,244 116%  

南信 136 136 100% 4,660 4,614 99%  

近畿中国 
島根 44 44 100% 1,400 1,716 123%  

岡山 107 107 100% 6,720 7,048 105%  

四国 安芸 64 65 101% 5,950 6,504 109%  

九州 
大分 56 56 100% 3,540 4,336 122%  

熊本南部 134 161 120% 10,680 10,906 102%  

計 1,854 1,926 104% 96,950 112,040 116%  

注：面積及び生産量は 27 年度及び 28 年度の合計数値。          
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③ その他（主な提案の達成状況） 

 ○ 「技術の向上と労働生産性」については、技術の向上について、全ての受託事

業者において事業実行を通じた社内での技術指導が行われている。しかし、労働

生産性について５箇所（下北、北信、島根、岡山及び安芸契約分）で目標に対す

る進捗が８割以下となった。これらの要因は、地形・地質の状況による森林作業

道の路線線形の見直し等によるものである。 

 

労働生産性の状況（２年目終了時点） （単位：m3/人日） 

局 署 目標値(a) 
本事業実績

(b) 
進捗率(b/a） 従来実績 C 

北海道 

日高南部 9.5 8.4 89% 8.0 

上川南部 8.5 8.0 95% 7.5 

十勝西部 5.0 6.4 129% 4.2 

後志 9.5 14.0 147% 8.0 

檜山 9.0 7.2 80% 8.9 

東北 
下北 7.0 4.1 59% 6.5 

岩手北部 4.4 4.4 100% 4.0 

関東 
茨城 8.0 8.5 107% 6.5 

福島 5.6 5.8 103% 5.4 

中部 
北信 7.0 5.4 77% 6.6 

南信 4.5 5.4 119% 4.1 

近畿中国 
島根 5.8 3.4 59% 4.0 

岡山 7.0 4.1 59% 6.9 

四国 安芸 3.5 2.5 72% 3.0 

九州 
大分 6.0 5.3 88% 4.0 

熊本南部 6.0 7.0 117% 4.0 

平均 6.6 6.3 94% 5.7 

 

  ○ 「安全対策」については、全ての受託事業者において事業開始前にリスクアセス

メント等を実施して労働災害の未然防止に努めているところである。 

    

2. 間伐等 

 間伐等は、指定された伐採率を遵守するとともに、林分全体として偏りのない立木密

度が確保されており、残存木に折損等の著しい損傷も生じていないこと等から、契約に

基づく毎年の完了検査で不合格となった箇所はない。なお、事業実行に当たっては、受

託事業者は仕様書を遵守した上で、現地の状況に応じた作業システムを採用し、高性能

林業機械の設備投資にも取り組んでいる。 
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3. 路網整備 

     「路網の整備」については、１箇所（上川南部契約分）で一部規定を超える勾配や

切高が見受けられたところであり、森林作業道作設指針やマニュアルに基づき路網計

画・開設を行うよう指導を行ったところである。 

 

  4. 植付 

    複層林へ誘導する伐採後の植付については、４箇所（後志、檜山、福島及び熊本南

部契約分）において実施したところであり、省力化につながるコンテナ苗の活用や、

木材を搬出するための重機を使った苗木運搬など、間伐等の作業と連携した効率的・

効果的な作業が行われた。 

 

 5. 評価について 

 事業全体の企画立案及び進行管理に関しては、１箇所（上川南部契約分）で予定し

た間伐等面積を下回る実績となったものの、技術の向上を図り、目標とした間伐等面

積と生産量をほぼ確保した。 

予定の間伐等面積を下回った箇所については、１割未満の遅れであり、最終年度の

完了が見込まれる。 

 また、間伐等の実施に当たっては、全ての箇所で指定された伐採率等が遵守されて

おり、著しい残存木の損傷は生じていない。 

 さらに、路網整備については、一部に規定をこえる勾配等が見られたが、間伐等材

の搬出は支障なく適切に実施されている。 

 おって、植付については、全ての箇所で適切に実施されている。 

 これらのことから、事業は計画どおり実施され、確保すべき質の水準も概ね満たさ

れたと判断されるが、「技術の向上と労働生産性」の労働生産性において５箇所（下

北、北信、島根、岡山及び安芸契約分）で目標に対する進捗が８割以下となったこと

から課題が残るところである。 

 

6.民間事業者からの改善提案  

本事業は、総合評価落札方式により受託事業者から提出された提案に基づき事業を

実施している。 

このうち間伐等の作業システムについては、立木の伐倒、枝払い、玉切り及び集積

を一貫して行うハーベスタを組み入れた作業システム等の提案により、低コストで効

率的な間伐が実施された。 

また、路網の計画・開設については、枝条などの現地発生資材を活用した排水処理

等の提案により、使いやすく低コストで耐久性のある路網が開設された。 

さらに、植付については、省力化につながるコンテナ苗の活用や、木材を搬出する

ための重機を使った苗木運搬など、間伐等の作業と連携した効率的・効果的な作業が

行われた。 
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Ⅲ. 実施経費の状況及び評価 

 1. 状況について 

間伐を実施した後、同一箇所で再度間伐を実施するには 10 年以上の間隔を空ける

必要があること等から、本事業では、公共サービス改革法に基づく民間競争入札で実

施している施設管理や統計調査等のように全く同一の箇所で実施経費等を比較して効

果を評価することは困難である。 

このため、民間競争入札を実施した森林管理署において、実施箇所の地形や実施面

積、間伐する樹木の種類・林齢、伐採率など異なる因子があるものの、平成 27 年度に

契約した単年度で実施している間伐事業（以下「単年度事業」という。）と比較すれ

ば以下のとおりとなっている。 

  ① 平均応札者数は、本事業の 1.8 者に対して、通常の単年度事業が 2.2 者となり、 

   0.4 者下回った。 

② 平均落札率は、本事業の 94.8%に対して、通常の単年度事業が 94.0%となり、0.8%

上回った。 

③ 契約時の平均請負単価について見ると、1m3 当たり 56 円程度安価な実施となっ

た。 

 区  分 平均応札者数 平均落札率 平均請負単価（税抜） 

本事業      １.８者    ９４.８％    １３,５８２円/m3 

 単年度事業      ２.２者     ９４.０％    １３,６３８円/m3 

   差   ▲ ０.４者    ０.８％       ▲ ５６円/m3 

  

  2. 評価について 

応札者数は、通常の単年度事業に比べて 0.4 者程度下回った。応札者数を一層拡大

するために、森林管理署等での関係事業者へのアンケート結果（別紙３）から、入札

関係資料を入手したが企画提案等の提出を見送った業者の回答を分析すると、 

・ 平成 24 年度と比較して、入札日は７月中旬と約半月早くなったものの、この間に

単年度事業を確保した民間事業者が本事業への参加を見送ったこと、 

・ 対象事業地の作業条件が悪く事業コストがかかり、複数年契約によるメリットを

感じられないこと、 

    等が考えられる。 

企画提案を提出しなかった理由 回答率 

 すでに単年度事業を確保しており初年度の事業予定を組みにくい。    ４４％ 

 条件が悪く、事業コストに見合うメリットがない   ２２％ 

  注：企画提案等の提出を見送った 13 事業者の回答、複数回答あり。 

 

 また、本事業に係る間接費は直接事業費に一定の率を乗じて算出されるが、その率

は直接事業費が大きくなるほど低率となる。よって、通常の単年度事業と比較して事

業規模が大きくなる本事業においては、予定価格の間接費が抑制されることとなる。

このため、本事業と通常の単年度事業とを比較した場合の平均落札率は、本事業の方
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が高率であったが、契約時の平均請負単価については本事業の方が若干安価となって

いる。  

これらのことから、本事業の実施を通じて、コスト削減について一定の効果があっ

たものと認められる。 

 

 

Ⅳ. 評価                             

民間競争入札により実施した複数年契約の間伐等事業については、本事業は通常の単

年度事業よりも事業規模が大きいことや、３年間継続して実施できることから、高性能

林業機械導入の設備投資を実施した事業体も見られ、林業事業体の経営基盤の強化に資

する側面もあることが認められる。 

さらに、契約時の請負単価については、単年度事業と比較して安価となっており、平

成 27 年度契約箇所においては、複層林へ誘導する伐採から植付までの一括発注による

コスト削減分も含め、経費削減に関しても一定程度の効果があったと認められる。 

一方、サービスの質の確保については概ね確保されていると判断されるが、「技術の

向上と労働生産性」の労働生産性において５箇所（下北、北信、島根、岡山及び安芸契

約分）で目標に対する進捗が８割以下となったことから課題が残るところである。 

また、平均応札者数は減少し、競争性の確保において課題が認められるため、引き続

き市場化テストを実施していくことが必要である。 

 

  

Ⅴ. 次期事業の方針 

応札者数をさらに拡大するために、 

・ 平成 28 年度から、入札公告・入札説明書等の交付の期間の約１ヶ月程度前倒し及び

入札スケジュール全体の前倒し 

・ 平成 29 年度から、従来の２年を超える期間（３年間）の契約に加え、１年を超える

期間（２年間）の契約による事業を対象とする対象範囲の拡大 

 をしたところであり、引き続き応札を促し競争率の向上によるコスト削減に取り組むこ

ととする。 

 企画提案書の内容については、民間事業者の創意工夫を引き出す観点から、現状最低

限必要な資料としており、その削減等の見直しについては慎重な検討が必要である。 

今後、間伐等事業を業種とする民間事業者の数が建設業等の他の業種と比較して少な

い中で、引き続き応札者数等の競争性の状況を把握しつつ、さらに対象範囲等の拡大措

置を通じて多くの民間事業者が応札できる環境を整備していくことが必要である。 

さらにサービスの質の確保についても、今回目標を達成できなかった「技術の向上と

労働生産性」を含めた事業の質の確保・向上に向けて、進行管理の徹底や生産性向上に

資する作業システム見直しへ適切な指示を行う等の取組が必要である。 

 

 

以上 


